
�愛媛県告示第１８０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに東温市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

セブンスター重信店 東温市志津川１７１番
地外

大規模小売店舗において小売
業を行う者の閉店時刻 午後１０時 午後１１時 平成２６年

３月１日
平成２６年
２月６日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から
午後１０時１５分まで

午前８時４５分から
午後１１時１５分まで

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前６時から
午後５時まで

午前６時から
午後８時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに東温市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）……８０

○ 保安林の指定施業要件を変更する旨の通知（２件）………………………………………………………………………………………………（森林整備課）……８１

○ 港湾施設の概要…………………………………………………………………………………………………………………………………………（港湾海岸課）……８１

○ 公共測量の実施の通知…………………………………………………………………………………………………………………………………（道路維持課）……８１

○ 土地改良事業の工事完了の届出……………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）……８１

○ 道路の供用開始（県道興居島循環線）………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）……８１

○ 道路の供用開始（県道串内子線）…………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）……８２

公 告

○ 交通管制センター、サブセンター等設備保守業務の委託……………………………………………………………………………………（警察本部会計課）……８２

教育委員会規則

○ 愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則………………………………………………………………………………………（義務教育課）……８３

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。
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�愛媛県告示第１８１号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

喜多郡内子町立石２００９の１、３７９４、３７９７の１、４０１９、中川８３５、

８７８、８７９の１、８７９の２、８８１、１２１１、１２１２の１から１２１２の３まで、

１２１３、２１１４の１、２１１５、２１１６、３１４１、３４７６、３５０３、３５０４、３５０６、

３５０８、３５１０、３５１９、寺村７、２２、３０、３１、上川１５９８、１６００、１６１１、

２２２０、２２２１、２２５３、２２５４、２２８０、２２８２、２２８４、２２８５、２２８５の２、

２２８６、２２８６の２、２２９０、２２９３の２、２２９４、２３００、２３００の２、２３０１

から２３０５まで、２６８８、３０１５、３０４２、３０４５から３０４７まで、４５１３、本

川１９、３３１、７５０、７５１の１、７５１の２、大洲市肱川町山鳥坂５１７５か

ら５１７７まで

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁並びに内

子町役場及び大洲市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１８２号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び保安林と

して指定された目的

昭和４７年２月２日農林省告示第４５号（七に係るものに限る。）

２ 変更に係る指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度

変更後の立木の伐採の限度は次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び内子

町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１８３号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、松山港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

移動式荷役機

械（クローラ

クレーン）

松山市大可賀三丁目１４６４

番

数量 １基

能力 定格荷重 ３５０トン

�������
�愛媛県告示第１８４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、国土交通省四国地方整備局野村ダム管

理所長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があった。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（４級基準点）

２ 作業期間 平成２６年２月１８日から

３月２５日まで

３ 作業地域 西予市内

�������
�愛媛県告示第１８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定に

より、東温市田窪土地改良区から次のとおり土地改良事業の工事が

完了した旨の届出があった。

平成２６年２月１８日

愛媛県中予地方局長 松 森 陽太郎

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業
（かんがい排水） 外分地区 平成２６年１月２０日

�愛媛県告示第１８６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 興居島循環線 松山市由良町１２８１番２ 平成２６年２月１８日

��������������

愛 媛 県 報平成２６年２月１８日 第２５４６号

８１



�愛媛県告示第１８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

交通管制センター、サブセンター等設備保守業務の委託

� 委託業務名及び数量

交通管制センター、サブセンター等設備保守業務 一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 委託期間

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

松山市若草町７番地（交通管制センター）ほか

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円

未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書

に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３年度、平成２４年度、平成２５年度の製

造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認めら

れた業者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の交通管制センター、サブセンター等設備

保守業務の実績を有し、委託業務について、適切かつ迅速に履

行し得る体制が整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課交通安全施設係

〒７９０－８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４－０１１０

� 入札書の受領期限

平成２６年３月３１日（月）午前１０時００分

� 事前提出書類（入札書のほかに提出する書類）の受領期限

平成２６年３月２０日（木）午後５時１５分まで

� 開札の日時及び場所

平成２６年３月３１日（月）午前１０時００分

愛媛県警察本部２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、２の�を証明でき
る書類を事前提出書類の受領期限までに提出しなければならな

い。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

委託業務を履行できると知事が判断した入札者であって、愛

媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを落

札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be required：

Maintenance and upkeep of Traffic Control Center and

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串内子線
大洲市田処乙１６１０番５から

同市田処甲４番２まで
平成２６年２月１８日

県 道 串内子線 大洲市柳沢甲３３７番２ 平成２６年２月１８日

公 告
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Sub‐center，１ set

� Time limit of tender：１０：００ a．m．３１ March ２０１４

� For further information，please contact：Supplies

Procurement Section，Finance Division，Administrative

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２‐２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime

７９０‐８５７３ Japan

Tel ０８９‐９３４‐０１１０

�愛媛県教育委員会規則第１号
愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年２月１８日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

愛媛県教育職員の免許に関する規則の一部を改正する規則

愛媛県教育職員の免許に関する規則（昭和３７年愛媛県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる書

類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者にあつて

は、第４号に掲げる書類を除く。）を提出しなければならない。

�～� 省略

� 実務に関する証明書（法施行規則附則第６項の表備考第４号

の規定により、栄養教育実習の単位を振り替える場合にあつて

は、同号に規定する旨の証明を含む。）又は幼稚園教諭の免許

状の授与の特例に係る実務に関する証明書（法附則第１９項に規

定する者の場合に限る。様式第１０号）

� 省略

� 基礎資格を有することを証する書類（幼稚園教諭又は栄養教

諭の場合に限る。）

�～� 省略

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存す

ることを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式に

よる。

左欄 右欄

省略

１４ 幼稚園教諭の免許状の授与の特例に係

る実務に関する証明書

様式第１０号

省略

様式第９号の次に次の１様式を加える。

（普通免許状の検定及び授与等の出願）

第１０条 法第６条第１項又は第３項に規定する教育職員検定を受

け、法第５条第１項又は第５条の２第３項の規定により、普通免

許状の授与又は新教育領域の追加を願い出る者は、次に掲げる書

類（法第６条第３項に規定する教育職員検定を受ける者にあつて

は、第４号に掲げる書類を除く。）を提出しなければならない。

�～� 省略

� 実務に関する証明書（法施行規則附則第６項の表備考第４号

の規定により、栄養教育実習の単位を振り替える場合にあつて

は、同号に規定する旨の証明を含む。）又は幼稚園教諭の免許

状の授与の特例に係る実務に関する証明書（法附則第１９項に規

定する者の場合に限る。様式第１０号）

� 省略

� 基礎資格を有することを証する書類（幼稚園教諭又は栄養教

諭の場合に限る。）

�～� 省略

（様式）

第１８条 この規則の定めるところにより提出し、交付し又は保存す

ることを要する次の左欄に掲げる書類は、それぞれ右欄の様式に

よる。

左欄 右欄

省略

１４ 削除 削除

省略

教育委員会規則

改 正 後 改 正 前
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様式第１０号（第１０条関係） 幼稚園教諭の免許状の授与の特例に係る実務に関する証明書

幼稚園教諭の免許状の授与の特例に係る実務に関する証明書

氏 名

年 月 日生

上記の者は、下記のとおりであることを証明する。

年 月 日
（証明者） �

所 在 地
電話番号

記

良好な成績で勤務した期間

勤務期間 実労働時間 施設名
認可等
年月日

職名 職務内容 備考

年 月 日から

年 月 日まで
時間

年 月 日から

年 月 日まで
時間

年 月 日から

年 月 日まで
時間

年 月 日から

年 月 日まで
時間

年 月 日から

年 月 日まで
時間

注１ 認可等年月日の欄は、認可外保育施設にあつては、設立年月日を記入すること。
２ 備考欄は、勤務しなかつた期間、その事由（病気休暇、産前産後休暇及び育児休業）等を記
入すること。

３ 特例の対象として認められる勤務期間等（３年かつ ４３２０時間以上）について、複数の施設
における勤務期間等を合算する場合は、それぞれの施設ごとの幼稚園教諭の免許状の授与の特
例に係る実務に関する証明書が必要であること。
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

平成２６年２月１８日 発行
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